
一般財団法人 河川情報センター 
 

Ⅰ 法人の概要（平成 30 年 4 月 1日現在） 

1 所 在 地    東京都千代田区麹町 1番 3号 

2 設 立 年 月 日    昭和 60 年 10 月 1 日 

3 代 表 者    理事長  布村 明彦 

4 基 本 財 産    520,000 千円 

5 北九州市の出捐金    5,000 千円（出捐の割合 1.0％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 12 人  0 人  0 人 12 人 

 
常 勤  3 人  0 人  0 人  3 人 

非常勤  9 人  0 人  0 人  9 人 

職 員 82 人  0 人  0 人 82 人 

 

Ⅱ 平成29年度決算 

1 貸 借 対 照 表（総括表） 

平成30年3月31日現在（単位：円） 

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 資産の部   
 

 

 1 流 動 資 産    

現 金 預 金 102,142,364 225,063,006 ▲ 122,920,642 

未 収 金 942,229,655 1,663,928,634 ▲ 721,698,979 

前 払 金 15,206,308 40,479,963 ▲ 25,273,655 

短 期 保 証 金 0 220,000 ▲ 220,000 

流 動 資 産 合 計 1,059,578,327 1,929,691,603 ▲ 870,113,276 

 2 固 定 資 産    

⑴  基 本 財 産    

定 期 預 金 17,525,000 17,525,000 0 

投 資 有 価 証 券 502,475,000 502,475,000 0 

基 本 財 産 合 計 520,000,000 520,000,000 0 

⑵  特 定 資 産    

研 究 開 発 基 金 引 当 資 産 800,000,000 800,000,000 0 

調 査 開 発 基 金 引 当 資 産 214,494,090 143,284,754 71,209,336 

退 職 給 付 引 当 資 産 90,316,500 109,664,800 ▲ 19,348,300 

役 員 退 職 慰 労 引 当 資 産 14,154,100 10,284,100 3,870,000 

特 定 資 産 合 計 1,118,964,690 1,063,233,654 55,731,036 

‒ 251 ‒



科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

⑶  その他固定資産    

建 物 付 属 設 備 ( 注 ) 15,285,801 20,171,959 ▲ 4,886,158 

什 器 備 品 17,093,584 28,476,847 ▲ 11,383,263 

有 形 リ ー ス 資 産 68,349,033 102,523,557 ▲ 34,174,524 

電 話 加 入 権 0 5,269,594 ▲ 5,269,594 

ソ フ ト ウ ェ ア ( 注 ) 34,489,853 270,754,041 ▲ 236,264,188 

コ ン テ ン ツ 資 産 ( 注 ) 0 15,817,339 ▲ 15,817,339 

無 形 リ ー ス 資 産 9,492,654 14,238,966 ▲ 4,746,312 

データセンター設備整備負担金 86,785,615 130,398,727 ▲ 43,613,112 

シ ス テ ム 環 境 構 築 金 50,977,750 76,466,638 ▲ 25,488,888 

長 期 前 払 費 用 123,602 431,415 ▲ 307,813 

敷 金 等 92,100,676 92,121,676 ▲ 21,000 

そ の 他 固 定 資 産 合 計 374,698,568 756,670,759 ▲ 381,972,191 

固 定 資 産 合 計 2,013,663,258 2,339,904,413 ▲ 326,241,155 

資 産 合 計 3,073,241,585 4,269,596,016 ▲ 1,196,354,431 

Ⅱ 負 債 の 部    

 1 流 動 負 債    

未 払 金 462,319,249 798,523,058 ▲ 336,203,809 

未 払 法 人 税 等 642,500 642,500 0 

前 受 金 2,476,840 8,895,944 ▲ 6,419,104 

預 り 金 6,244,350 5,858,256 386,094 

短 期 借 入 金 450,000,000 970,000,000 ▲ 520,000,000 

リ ー ス 債 務 37,983,407 35,820,551 2,162,856 

賞 与 引 当 金 38,849,000 35,649,000 3,200,000 

流 動 負 債 合 計 998,515,346 1,855,389,309 ▲ 856,873,963 

 2 固 定 負 債    

リ ー ス 債 務 43,771,736 81,755,143 ▲ 37,983,407 

退 職 給 付 引 当 金 90,316,500 109,664,800 ▲ 19,348,300 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 14,154,100 10,284,100 3,870,000 

資 産 除 去 債 務 10,584,000 10,584,000 0 

固 定 負 債 合 計 158,826,336 212,288,043 ▲ 53,461,707 

負 債 合 計 1,157,341,682 2,067,677,352 ▲ 910,335,670 

Ⅲ 正味財産の部    

 1 一般正味財産 1,915,899,903 2,201,918,664 ▲ 286,018,761 

( うち基 本 財産への 充 当額 ) （520,000,000） （520,000,000） （0） 

( うち特 定 資産への 充 当額 ) （1,014,494,090） （943,284,754） （71,209,336） 

正 味 財 産 合 計 1,915,899,903 2,201,918,664 ▲ 286,018,761 

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 3,073,241,585 4,269,596,016 ▲ 1,196,354,431 
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2 正味財産増減計算書（総括表） 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日（単位：円） 

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    

 1 経常増減の部    

⑴ 経 常 収 益    

①  基本財産運用益    

基 本 財 産 受 取 利 息 8,501,752 8,351,732 150,020 

②  特定資産運用益    

特 定 資 産 受 取 利 息 7,832 16,662 ▲ 8,830 

③ 事業収益 2,391,051,535 3,122,263,009 ▲ 731,211,474 

河 川 ・ 流 域 情 報 普 及 支 援 

事 業 収 益 
63,298,864 58,091,146 5,207,718 

河川・流域情報提供事業収益 2,327,752,671 3,064,171,863 ▲ 736,419,192 

④ 雑収益 1,306,914 81,744 1,225,170 

受 取 利 息 1,119 1,344 ▲ 225 

雑 収 益 1,305,795 80,400 1,225,395 

経 常 収 益 計 2,400,868,033 3,130,713,147 ▲ 729,845,114 

⑵ 経 常 費 用    

①  事業費 2,488,430,549 2,923,557,532 ▲ 435,126,983 

役 員 報 酬 31,028,820 28,158,808 2,870,012 

給 与 手 当 570,038,950 556,196,022 13,842,928 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 36,412,300 33,309,600 3,102,700 

臨 時 雇 用 賃 金 44,557,228 38,700,340 5,856,888 

役 員 退 職 慰 労 金 0 625,500 ▲ 625,500 

役員退職慰労引当金繰入額 2,583,900 1,749,900 834,000 

退 職 給 付 費 用 19,485,960 23,201,180 ▲ 3,715,220 

法 定 福 利 費 77,670,802 78,968,112 ▲ 1,297,310 

福 利 厚 生 費 6,438,720 3,011,623 3,427,097 

旅 費 交 通 費 47,865,714 53,221,460 ▲ 5,355,746 

通 信 運 搬 費 19,938,567 29,534,336 ▲ 9,595,769 

印 刷 製 本 費 6,827,697 6,314,286 513,411 

新 聞 図 書 費 2,967,316 2,710,227 257,089 

会 議 費 3,008,156 1,826,748 1,181,408 

諸 謝 金 3,248,476 3,841,026 ▲ 592,550 

消 耗 品 費 25,278,656 32,734,350 ▲ 7,455,694 

修 繕 保 守 費 758,808 1,843,776 ▲ 1,084,968 
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科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

光 熱 水 料 費 22,761,016 23,273,832 ▲ 512,816 

賃 借 料 123,806,628 125,578,944 ▲ 1,772,316 

諸 雑 費 11,370,240 55,085,644 ▲ 43,715,404 

租 税 公 課 73,643,888 93,383,082 ▲ 19,739,194 

委 託 費 273,780,668 481,549,369 ▲ 207,768,701 

分 担 業 務 費 0 20,283,480 ▲ 20,283,480 

軽 作 業 費 158,286,282 225,210,445 ▲ 66,924,163 

運 用 管 理 費 320,079,600 330,534,000 ▲ 10,454,400 

デ ー タ セ ン タ ー 運 用 費 312,714,432 329,363,928 ▲ 16,649,496 

回 線 ・ 機 器 使 用 料 0 244,974 ▲ 244,974 

助 成 金 12,127,122 13,436,158 ▲ 1,309,036 

協 賛 金 1,660,000 6,200,000 ▲ 4,540,000 

減 価 償 却 費 210,988,603 254,885,051 ▲ 43,896,448 

データセンター設備整備負担金償却 43,613,112 43,092,443 520,669 

システム環境構築金償却 25,488,888 25,488,888 0 

②  管理費 104,264,885 105,090,879 ▲ 825,994 

役 員 報 酬 15,462,648 14,931,651 530,997 

給 与 手 当 39,921,932 40,180,917 ▲ 258,985 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,436,700 2,339,400 97,300 

役員退職慰労引当金繰入額 1,286,100 1,286,100 0 

退 職 給 付 費 用 1,608,740 2,480,660 ▲ 871,920 

法 定 福 利 費 8,702,017 8,546,742 155,275 

福 利 厚 生 費 1,689,620 1,100,834 588,786 

旅 費 交 通 費 855,958 580,602 275,356 

通 信 運 搬 費 488,676 282,777 205,899 

印 刷 製 本 費 366,575 0 366,575 

新 聞 図 書 費 185,020 104,666 80,354 

会 議 費 126,036 0 126,036 

諸 謝 金 368,180 815,220 ▲ 447,040 

消 耗 品 費 1,171,215 1,666,831 ▲ 495,616 

修 繕 保 守 費 954,780 102,837 851,943 

光 熱 水 料 費 710,196 659,126 51,070 

賃 借 料 11,963,618 10,539,120 1,424,498 

諸 雑 費 3,359,352 6,382,793 ▲ 3,023,441 

支 払 利 息 7,779,174 10,178,574 ▲ 2,399,400 

租 税 公 課 1,468,570 1,500,026 ▲ 31,456 

委 託 費 1,944,000 0 1,944,000 

軽 作 業 費 564,300 0 564,300 

減 価 償 却 費 851,478 1,412,003 ▲ 560,525 
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科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

経 常 費 用 計 2,592,695,434 3,028,648,411 ▲ 435,952,977 

当 期 経 常 増 減 額 ▲ 191,827,401 102,064,736 ▲ 293,892,137 

 2  経 常 外 増 減 の 部    

⑴  経 常 外 収 益    

退 職 給 付 引 当 金 取 崩 益 11,816,600 0 11,816,600 

経 常 外 収 益 計 11,816,600 0 11,816,600 

⑵  経 常 外 費 用    

資産除去債務会計基準の適
用 に 伴 う 影 響 額 

0 998,490 ▲ 998,490 

什 器 備 品 除 去 損 247,953 38,346 209,607 

電 話 加 入 権 除 去 損 5,269,594 0 5,269,594 

ソ フ ト ウ ェ ア 除 去 損 95,009,491 0 95,009,491 

コ ン テ ン ツ 資 産 除 去 損 4,838,422 0 4,838,422 

経 常 外 費 用 計 105,365,460 1,036,836 104,328,624 

当 期 経 常 外 増 減 額 ▲ 93,548,860 ▲ 1,036,836 ▲ 92,512,024 

税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 285,376,261 101,027,900 ▲ 386,404,161 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 642,500 642,500 0 

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 ▲ 286,018,761 100,385,400 ▲ 386,404,161 

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 2,201,918,664 2,101,533,264 100,385,400 

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 1,915,899,903 2,201,918,664 ▲ 286,018,761 

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部    

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0 

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 0 0 0 

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 0 0 0 

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残 高 1,915,899,903 2,201,918,664 ▲ 286,018,761 

 

Ⅲ 平成30年度事業計画 

平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨により鬼怒川をはじめとする河川がはん濫し、広範囲にわたり浸水被害

が発生し、また、平成 28 年 8 月には北海道・東北地方、平成 29 年 7 月には九州北部地方において、台風

や前線による豪雨により甚大な被害が生じるなど、局地的・集中的豪雨の頻発に起因して大小河川におい

て相次いで水害・土砂災害が発生している。 

こうした被害の軽減を図るため、国土交通省においては「水防災意識社会再構築ビジョン」を取りまと

められ、防災施設の整備といったハード対策はもとより、災害時の応急対策活動や住民の避難行動等に役

立つ河川・流域情報の提供や災害時の危機管理などのソフト対策のより一層の充実が強く求められている。 

一方、情報ニーズの多様化・高度化を背景にして、情報関連技術は飛躍的に発展してきており、国民の

情報入手手段等も大きく変化してきている。そのため、河川防災情報の伝達・活用を効果的に行う調査検

討を行うとともに、関係機関をはじめ広く社会全体の情報連絡体制の構築に向けて取り組むことが重要に

なっている。 
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一般財団法人河川情報センター（以下「センター」という。）は、これまでの豊富な実績と経験によって

培ってきた技術力やノウハウを活かし、国民の安全・安心に直結する河川・流域情報及び危機管理に関す

る専門的かつ高度な業務を行う、公益性の高いシンクタンクである。 

 平成 30 年度は、昨年度に引き続き、国民生活の安全・安心を確保するために必要な河川・流域情報の的

確な提供と、災害時危機管理をはじめ個々人・防災関係機関等における情報活用の推進のための業務の、

着実な実施を図ることとする。これらを通じて、水災害による被害の軽減、危機管理、河川の適正な管理

及び利用の増進並びに国土の利用、整備又は保全に貢献するというセンターの役割を果たす。 

情報提供においては、その受け手である利用者視点に立って、一般向け及び市町村向けの河川情報シス

テムを改良したところであり、引き続き、最新の情報通信技術を活用しつつ、リアルタイムの河川防災情

報提供における精度と速報性の確保を図るとともに、重要な統計値情報等として蓄積・提供するデータベ

ースの精度確保に取り組むこととする。また、河川・流域情報に関する調査研究及び技術開発を強力に推

進するほか、水災害時の危機管理に関する演習の企画・実施、及びそれらの普及・啓発活動等を行う。 

これらの成果や経験を活かし、さらなるノウハウや技術の蓄積やサービス内容の拡充を図るとともに、

防災関係機関等に新たな情報活用方策、危機管理方策などの提案を積極的に行う。 

 

Ⅳ 平成 30 年度予算 

1 収 支 予 算 書 

    自 平成 30 年 4 月 1 日 

                           至 平成 31 年 3 月 31 日（単位：千円） 

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    

 1 経常増減の部    

⑴  経 常 収 益    

① 基本財産運用益    

基 本 財 産 受 取 利 息 8,400 8,400 0 

② 特定資産運用益    

特 定 資 産 受 取 利 息 10 10 0 

③ 事業収益 2,521,000 2,378,000 134,000 

河川・流域情報普及支援事業収益 74,000 58,000 16,000 

 河川・流域情報提供事業収益 2,447,000 2,320,000 127,000 

④ 雑収益 1,310 10 1,300 

受 取 利 息 10 10 0 

そ の 他 1,300 0 1,300 

経 常 収 益 計 2,530,720 2,386,420 144,300 

⑵  経 常 費 用    

① 事業費 2,284,220 2,013,420 270,800 

河川・流域情報普及支援事業費 133,000 98,200 34,800 

河川・流域情報提供事業費 2,151,220 1,915,220 236,000 

② 管理費 102,000 103,000 ▲ 1,000 

③ 減価償却費 134,500 260,000 ▲ 125,500 
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経 常 費 用 計 2,520,720 2,376,420 144,300 

当 期 経 常 増 減 額 10,000 10,000 0 

 2 経常外増減の部    

⑴  経 常 外 収 益    

経 常 外 収 益 計 0 0 0 

⑵  経 常 外 費 用    

経 常 外 費 用 計 0 0 0 

当 期 経 常 外 増 減 額 0 0 0 

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 10,000 10,000 0 

 

Ⅴ 役 員 名 簿 

平成 30 年 7 月 1日現在 

役 職 名 氏   名 備       考 

理 事 長 布  村  明  彦 常勤 

業務執行理事 番 場 哲 晴 〃 

〃 越 智 繁 雄 〃 

理  事 宇 井 成 一 非常勤 

〃 坂 村  健 〃 

〃 志 方 俊 之 〃 

〃 髙 木 善 幸 〃 

〃 寶 馨 〃 

〃 辻 本 哲 郎 〃 

〃 山 﨑  登 〃 

〃 山 本 孝 二 〃 

〃 吉 井 博 明 〃 

監  事 北 内 正 彦 〃 

〃 土 屋 彰 男 〃 
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